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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第２四半期
連結累計期間

第12期
第２四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自 平成25年１月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

売上高 （百万円） 32,889 32,854 66,571

経常利益 （百万円） 1,577 1,170 3,118

四半期（当期）純利益 （百万円） 450 166 1,453

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,443 13 3,126

純資産額 （百万円） 36,956 37,178 37,984

総資産額 （百万円） 56,122 54,065 54,166

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 15.54 5.75 50.12

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 64.0 66.9 68.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,330 1,264 649

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,105 △961 △1,912

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 737 849 △2,516

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 2,632 2,815 1,678

 

回次
第11期

第２四半期
連結会計期間

第12期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.67 9.35

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間(平成26年１月１日～平成26年６月30日)における当社グループの業績は以下の通りで

す。

　国内のゴルフ用品市場は、昨年12月の当社ゴルフクラブの新商品投入効果や３月には消費税率引上げに伴う駆け

込み需要などがありましたが、２月の降雪や消費税率引上げ後の市場低迷の長期化などにより、前年同期とほぼ同

じ水準となりました。その中で当社は、主力のゴルフクラブ「ゼクシオ エイト（＝８代目ゼクシオ）」が店頭販

売金額シェアトップ(※)を12月の発売以来７か月以上継続するなど好調に推移しました。ゴルフシューズに関して

も、昨年業務提携を結んだアシックス社の新商品を今年１月から発売し、好調なスタートを切りました。この結

果、売上高は前年同期を上回りました。

　国内のテニス用品市場は前年同期とほぼ同じ状況で推移しました。その中で当社は、２月の降雪の影響や消費税

率引上げ後の市場の低迷長期化などにより、ボールなどの消耗品の販売が伸び悩み、売上高は前年同期を下回りま

した。

　一方海外では、米国において寒さが長引いた影響によるシーズンインの遅れによりゴルフ場入場者数が減少する

とともに、ゴルフ用品市場も前年同期を下回りました。加えて、市場の低迷を受け競合他社が積極的な値引き攻勢

を行ったため、当社はゴルフボールやゴルフクラブの販売に苦戦し、売上高は前年同期を下回りました。

　欧州においては、英国で１月から２月の豪雨でコースの約半分が閉鎖してシーズンインが遅れましたが、一方大

陸では好天に恵まれて例年よりシーズンインが早まりました。結果、ゴルフ用品市場は英国と大陸が相殺した形と

なり、対前年同期比は横ばいとなりました。しかし、当社の業績は英国でのボール販売が低調だったため売上高は

現地通貨ベースで前年同期を下回りました。

　アジアにおいては、中国では経済成長の鈍化に加え中央政府の倹約指導もあり、ゴルフ用品市場は対前年同期比

で90％前後となりました。東南アジアではタイの政局不安や、マレーシアでの３月の航空機事故によるゴルフマイ

ンドの低下などで市場は低迷しました。また、韓国でも長期化する経済の停滞に加え４月の船舶事故の影響などが

あり、総じてゴルフ用品市場は厳しい状況となりました。その中で当社は「ゼクシオ エイト」を中心に積極的に

拡販を図り、売上高は前年同期を上回りました。

　利益面では、海外での減収が影響し、営業利益が前年同期を下回りました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は32,854百万円（前年同期比99.9％）、営業利益は860百万円

（前年同期比52.0％）、経常利益は1,170百万円（前年同期比74.2％）、四半期純利益は166百万円（前年同期比

37.0％）となりました。

　※矢野経済研究所調べ

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①スポーツ用品事業

　スポーツ用品事業においては、ゴルフクラブやゴルフボールの販売が伸び悩み、売上高は30,845百万円（前年同

期比100.2％）、営業利益は959百万円（前年同期比56.4％）となりました。

②サービス・ゴルフ場運営事業

　サービス・ゴルフ場運営事業においては、トーナメント運営が減収となり、売上高は2,008百万円（前年同期比

95.6％）、営業損失は104百万円（前年同期は57百万円の営業損失）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は2,815百万円となり、前連結会計年度末と比較して

1,136百万円の増加となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,264百万円の収入（前年同期は

2,330百万円の支出）となりました。主な収入は売上債権の減少額2,578百万円であります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、961百万円の支出（前年同期は

1,105百万円の支出)となりました。主な支出は、有形固定資産の取得による支出550百万円、無形固定資産の取

得による支出396百万円等であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、849百万円の収入（前年同期は

737百万円の収入）となりました。主な内訳は、短期借入金の純増額1,725百万円、配当金の支払額579百万円等

であります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は709百万円であります。なお、当第２四半期連結累計期間にお

いて、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の見通し

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と

見通しに重要な変更はありません。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

① 財政状態

　当第２四半期連結会計期間末における財政状態につきましては、総資産が54,065百万円となりました。現金及び

預金が1,114百万円、商品及び製品が1,116百万円増加しましたが、受取手形及び売掛金が2,652百万円減少したこ

と等により、総資産は前期末と比較して100百万円の減少となりました。

　負債合計は16,887百万円となりました。支払手形及び買掛金が513百万円、その他の流動負債が563百万円減少し

ましたが、短期借入金が1,729百万円増加したこと等により、負債合計は前期末と比較して705百万円の増加となり

ました。

　純資産は37,178百万円となりました。配当金の支払い等により利益剰余金が413百万円減少したことなどから、

純資産は前期末と比較して806百万円の減少となりました。

　以上の結果、自己資本比率は66.9％となり、前期末から1.5ポイント減少しました。

 

② 資金の流動性と資金調達について

当第２四半期連結累計期間における当社グループの資金調達及び財務政策について、前連結会計年度から重要な

変更はありません。

 

EDINET提出書類

ダンロップスポーツ株式会社(E02487)

四半期報告書

 5/21



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 29,000,000 29,000,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 29,000,000 29,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 29,000,000 － 9,207 － 9,207
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（６）【大株主の状況】

  （平成26年６月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

住友ゴム工業株式会社 神戸市中央区脇浜町三丁目６番９号 17,509,600 60.38

東郷産業株式会社 名古屋市中区千代田五丁目４番16号 805,742 2.78

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町二丁目11番３号 666,700 2.30

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 349,400 1.20

CREDIT SUISSE SECURITIES

(EUROPE) LIMITED PB OMN

IBUS CLIENT ACCOUNT

（常任代理人 クレディ・スイ

ス証券株式会社）

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ

(東京都港区六本木一丁目６番１号 泉ガーデンタワー)
280,000 0.97

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505223

（常任代理人 株式会社みずほ

銀行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U. S. A.

(東京都中央区月島四丁目16番13号)
278,582 0.96

ダンロップスポーツ従業員持

株会
神戸市中央区脇浜町三丁目６番９号 207,400 0.72

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 125,300 0.43

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 115,100 0.40

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 112,900 0.39

計 － 20,450,724 70.52

（注）　上記の所有株式数には、信託業務による所有数を次のとおり含んでいます。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）        666,700株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）    349,400株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）  125,300株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）  115,100株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１）  112,900株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成26年６月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数(個) 内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等) － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等）  普通株式       100 － －

 完全議決権株式（その他）  普通株式 28,996,700 289,967 －

 単元未満株式  普通株式     3,200 － －

 発行済株式総数          29,000,000 － －

 総株主の議決権 － 289,967 －

 

②【自己株式等】

（平成26年６月30日現在）
 

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

ダンロップスポーツ株式会社
神戸市中央区脇浜

町三丁目６番９号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

（注）上記自己保有株式には、単元未満株式43株は含まれておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,752 2,867

受取手形及び売掛金 ※２ 16,100 13,447

商品及び製品 8,639 9,755

仕掛品 454 625

原材料及び貯蔵品 2,701 3,088

その他 4,387 4,545

貸倒引当金 △484 △420

流動資産合計 33,550 33,909

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,921 1,885

機械装置及び運搬具（純額） 1,582 1,518

土地 2,166 2,163

その他（純額） 1,911 1,859

有形固定資産合計 7,581 7,426

無形固定資産   

のれん 5,442 5,079

その他 2,754 2,660

無形固定資産合計 8,197 7,739

投資その他の資産   

長期貸付金 1,201 1,195

その他 3,942 4,095

貸倒引当金 △308 △302

投資その他の資産合計 4,835 4,989

固定資産合計 20,615 20,155

資産合計 54,166 54,065
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 5,155 4,642

短期借入金 1,489 3,219

未払法人税等 584 497

賞与引当金 272 275

売上値引引当金 359 428

その他 ※２ 5,499 4,935

流動負債合計 13,360 13,998

固定負債   

退職給付引当金 1,604 1,670

その他 1,216 1,217

固定負債合計 2,820 2,888

負債合計 16,181 16,887

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,207 9,207

資本剰余金 9,294 9,294

利益剰余金 17,267 16,854

自己株式 △0 △0

株主資本合計 35,769 35,355

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 174 157

繰延ヘッジ損益 194 △11

為替換算調整勘定 897 669

その他の包括利益累計額合計 1,267 814

少数株主持分 947 1,007

純資産合計 37,984 37,178

負債純資産合計 54,166 54,065
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 32,889 32,854

売上原価 16,333 16,927

売上総利益 16,555 15,926

販売費及び一般管理費 ※ 14,902 ※ 15,066

営業利益 1,653 860

営業外収益   

受取利息 13 15

受取配当金 13 13

持分法による投資利益 － 22

為替差益 － 154

貸倒引当金戻入額 52 26

その他 62 143

営業外収益合計 141 375

営業外費用   

支払利息 21 12

持分法による投資損失 20 －

為替差損 162 －

租税公課 － 8

その他 13 44

営業外費用合計 217 65

経常利益 1,577 1,170

特別利益   

固定資産売却益 － 7

特別利益合計 － 7

特別損失   

固定資産除売却損 21 4

退職給付費用 54 －

特別損失合計 75 4

税金等調整前四半期純利益 1,501 1,173

法人税、住民税及び事業税 702 587

法人税等調整額 14 102

法人税等合計 717 689

少数株主損益調整前四半期純利益 784 483

少数株主利益 333 316

四半期純利益 450 166
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 784 483

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 85 △17

繰延ヘッジ損益 △11 △206

為替換算調整勘定 570 △230

持分法適用会社に対する持分相当額 14 △14

その他の包括利益合計 659 △469

四半期包括利益 1,443 13

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,067 △285

少数株主に係る四半期包括利益 375 299

 

EDINET提出書類

ダンロップスポーツ株式会社(E02487)

四半期報告書

13/21



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,501 1,173

減価償却費 1,117 1,108

のれん償却額 345 353

売上債権の増減額（△は増加） △2,306 2,578

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,094 △1,785

仕入債務の増減額（△は減少） △471 △492

法人税等の支払額 △618 △712

その他 △802 △958

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,330 1,264

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △519 △550

無形固定資産の取得による支出 △474 △396

その他 △112 △15

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,105 △961

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,493 1,725

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △579 △579

少数株主への配当金の支払額 △128 △240

その他 △46 △56

財務活動によるキャッシュ・フロー 737 849

現金及び現金同等物に係る換算差額 108 △21

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,590 1,129

現金及び現金同等物の期首残高 5,148 1,678

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
73 7

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,632 ※ 2,815
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度まで連結子会社であった㈱ダンロップスポーツ沖縄は、同じく連結子会社である㈱ダンロップス

ポーツマーケティングとの合併により消滅したため、第１四半期連結会計期間より、連結の範囲から除外しており

ます。

前連結会計年度まで持分法適用非連結子会社であった㈱ワコーテニスはその重要性が増したため、第１四半期

連結会計期間より、持分法適用の範囲から除外し連結の範囲に含めております。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

㈱ワコーテニスはその重要性が増したため、第１四半期連結会計期間より、持分法適用の範囲から除外し連結

の範囲に含めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
（平成25年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

Cleveland Golf Korea Co., Ltd.
340百万円

（3,400,000千韓国ウォン）

370百万円

（3,700,000千韓国ウォン）

 

※２　期末日満期手形等

期末日満期手形等の会計処理については、実際の決済日に処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、連結会計年度末残高に

含まれております。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

受取手形及び売掛金 49百万円 －百万円

支払手形及び買掛金 480 －

流動負債その他（未払金） 227 －

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主なもの

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年１月１日

　　至 平成25年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日

　　至 平成26年６月30日）

広告費・拡販対策費 4,896百万円 5,210百万円

人件費 4,202 4,331

賞与引当金繰入額 178 178

貸倒引当金繰入額 40 △12

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年１月１日
至 平成25年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日）

現金及び預金勘定 2,703百万円 2,867百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △70 △52

現金及び現金同等物 2,632 2,815
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年６月30日）

(１) 配当金支払額

決議 株式の種類

配当金

の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月26日

定時株主総会
普通株式 579 20 平成24年12月31日 平成25年３月27日 利益剰余金

 

(２) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議 株式の種類

配当金

の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年８月６日

取締役会
普通株式 579 20 平成25年６月30日 平成25年９月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年６月30日）

(１) 配当金支払額

決議 株式の種類

配当金

の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月26日

定時株主総会
普通株式 579 20 平成25年12月31日 平成26年３月27日 利益剰余金

 

(２) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議 株式の種類

配当金

の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月６日

取締役会
普通株式 579 20 平成26年６月30日 平成26年９月２日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日 至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 スポーツ用品
サービス・
ゴルフ場運営

計

売上高      

外部顧客への売上高 30,789 2,099 32,889 － 32,889

セグメント間の内部売上高

又は振替高
27 30 58 (58) －

計 30,817 2,130 32,947 (58) 32,889

セグメント利益又は損失(△) 1,701 △57 1,644 9 1,653

(注)１．セグメント利益又は損失の調整額９百万円には、セグメント間取引消去等が含まれております。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日 至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 スポーツ用品
サービス・
ゴルフ場運営

計

売上高      

外部顧客への売上高 30,845 2,008 32,854 － 32,854

セグメント間の内部売上高

又は振替高
53 25 79 (79) －

計 30,899 2,034 32,933 (79) 32,854

セグメント利益又は損失(△) 959 △104 855 5 860

(注)１．セグメント利益又は損失の調整額５百万円には、セグメント間取引消去等が含まれております。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

 対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結

会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　通貨関連

　　　　　前連結会計年度（平成25年12月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

米ドル(円買) 747 － △23 △23

ユーロ(円買) 121 － △8 △8

英ポンド(円買) 596 － △10 △10

豪ドル(円買) 359 － △2 △2

買建     

米ドル(円売) 16 － 1 1

米ドル(英ポンド売) 129 － △2 △2

米ドル(南アランド売) 137 － 4 4

タイバーツ(円売) 47 － 0 0

合計 2,158 － △42 △42

（注）１　時価の算定方法

　　　　　取引先金融機関等から提示された価格によっております。

　　　２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

 

　　　　　当第２四半期連結会計期間末（平成26年６月30日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

米ドル(円買) 281 － 2 2

ユーロ(円買) 41 － △0 △0

英ポンド(円買) 206 － △0 △0

豪ドル(円買) 369 － △0 △0

買建     

米ドル(円売) 62 － 0 0

米ドル(英ポンド売) 73 － △1 △1

米ドル(南アランド売) 78 － △0 △0

タイバーツ(円売) 77 － 0 0

合計 1,191 － 0 0

（注）１　時価の算定方法

　　　　　取引先金融機関等から提示された価格によっております。

　　　２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
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（企業結合等関係）

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 15円54銭 5円75銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 450 166

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 450 166

普通株式の期中平均株式数（株） 28,999,862 28,999,857

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成26年８月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）中間配当による配当金の総額…………………………579百万円

 （ロ）１株当たりの金額………………………………………20円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………平成26年９月２日

（注）平成26年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月８日

ダンロップスポーツ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北　本　 敏　 　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷　　　尋　史　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三　井　孝　晃　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダンロップス

ポーツ株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年４月

１日から平成26年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダンロップスポーツ株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しているものであります。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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